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モデル変換に基づく要求記述を利用した
形式仕様の構築

中 川 博 之†1,∗1 田 口 研 治†2 本位田 真一†2,†1

近年，ソフトウェアの複雑化により，要求分析の重要性が認識されるとともに形式
手法によるモデルの詳細化が注目されている．しかし，形式手法による仕様の記述は
開発者にとって容易ではなく，要求を満足するソフトウェア構築は依然として容易で
はない．そこで本研究では，要求分析法 KAOS により記述された要求記述を形式仕
様言語 VDM++の形式仕様へと自動変換する手法と，本手法を用いた開発プロセス
を提案する．本研究により，形式仕様の構築が容易になるとともに，要求記述と形式
仕様間の整合性が保証され，モデル詳細化によるソフトウェア開発が実現される．

Constructing Formal Specifications from
Requirements Specifications Based on Model
Transformation

Hiroyuki Nakagawa,
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Kenji Taguchi
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Requirements analysis and formal methods are techniques for developing com-
plex systems. However, there is little research on reconciling the requirements
phase with the formal specification phase. To bridge this gap, we propose a
model transformation method which utilizes the KAOS, as a requirement anal-
ysis method, into VDM++ formal specifications, and provide developers with
a formal specification generator for model transformation. This method and
generator enable consistent and effective software development activities.

1. は じ め に

近年のソフトウェアの複雑化により，形式手法1) によるシステムの仕様記述とその開発手

法が注目されている．しかし，形式手法によるモデル記述は十分に容易であるとはいえず，

設計者が意図しない誤りや，要求に合致しない記述の混入を排除することは難しい．また，

現在までに UMLのクラス図を利用した形式仕様構築法などが提案されている4),20) が，こ

れらの手法を用いたとしてもクラス図と要求との関連が保証されていないため，要求の変更

時に形式仕様上での該当する変更箇所を正確に特定することは容易ではない．そこで本研

究では，形式仕様の構築を支援するだけでなく，要求と形式仕様間の整合性を確立すること

を目的とし，要求記述を利用した形式仕様の構築手法と，本手法を用いた開発プロセスを

提案する．本論文においては特に，ゴール指向要求分析法の 1 つとして近年注目されてい

る KAOS 2),3) とその記述モデルを利用し，形式仕様言語 VDM++ 4) の仕様構築手法とそ

の開発プロセスに関して議論する．

本論文では，まず 2章で形式手法の現状と形式仕様構築の難しさについて論じ，続く 3章

で提案手法である要求分析結果からの形式仕様の自動生成法と本手法を用いた開発プロセ

スについて説明する．さらに 4章で提案手法を利用した形式仕様の構築実験とその結果を

示し，手法の有効性を検証する．最後に 5章で提案手法の適用範囲と関連研究について言及

した後，6章でまとめを述べる．

2. 形式手法を用いたソフトウェア開発

形式手法は集合論や論理学など離散数学上の理論を用いてシステムの仕様を記述する開

発手法であり，UML 5) などの図形表現と比較して記述に曖昧さがなく，システムの厳密な

モデル化が可能な手法である．また，記述言語の多くが段階的詳細化によるソフトウェア開

発を可能としている点も形式手法の特徴である．段階的詳細化とは，その妥当性が確認しや

すい抽象的な記述をもとに徐々に記述の内容を具体的なプログラムによる実行形式に近い記

述に変換する開発スタイルであり，形式仕様言語を用いることで，詳細化の各段階で正しさ
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を検証しながらモデルの具体化を進め，そのプロセスで仕様上のバグ混入を排除することが

できる．

このような形式手法は近年，オブジェクト指向言語への拡張が進み，IBMのVienna研究

所に端を発する VDM-SL（Vienna Development Methods Specification Language）6) を

拡張した VDM++ 4) などがその代表としてあげられる．VDM++はオブジェクト指向設

計に基づいた仕様記述ができる一方で，VDM-SL同様にどのように機能が実現されるかを

記述する明示的記述（explicit specification）と，何が機能として要求されるかを記述する

非明示的記述（implicit specification）の 2つの記述スタイルを持つ段階的詳細化が可能な

形式仕様言語である．

しかしながら，VDM++を含めた既存の形式仕様言語は数学的理論を用いるために，開

発者にとって記述の難しさや，図形表現と比較してシステムの直感的な把握が難しいといっ

た問題を内包している．たとえ段階的詳細化による開発を実現したとしても，もし最初の仕

様記述を構築する段階で要求に合致しない仕様が記述されていたならば，結果として得られ

る設計モデルや実装モデル（コード）は要求に反したものとなる．たとえば，図書館の書籍

を管理するシステムにおける “蔵書を追加する”という機能は，蔵書として書籍のタイトル

を扱うのか書籍の実体を扱うのかによりまったく異なる機能となるであろう．

また，近年のシステム開発においては初期段階で要求を確定することが難しく，開発者

は要求フェーズ以降も，要求の詳細が明らかになった段階でそれをシステムへ反映させな

ければならない．さらに，要求の変更に対しても柔軟に対応できなければならない．その

ため，要求に矛盾しないシステムを構築するには，要求記述と形式仕様間のトレーサビリ

ティ14),15) が確立されている必要がある．図書館システムを例にあげると，当初，同一タイ

トルの本は 1 冊しか保管しないという前提でシステム設計を進めていた場合に，同一タイ

トルの本を複数保管したいと要求が変化したとすると，構築中の形式仕様のどの記述を変更

すべきかを正確に把握できなければ，結果として要求と形式仕様間に矛盾が生じるであろ

う．したがって，要求分析結果を基に形式仕様を構築するためには，もし要求記述に機能の

詳細が定義されていなければ，形式仕様において記述が完全でない部分を正確に把握してお

く必要があり，一方で機能の詳細が定義されている場合は，形式仕様の各記述がどの要求に

対応しているかを正確に把握できなければならない．

以上の議論より，本研究では以下に示す形式仕様構築の難しさを扱う．

• 要求に合致する形式仕様の構築：要求分析結果として獲得された概念を正確に形式仕様
へと反映させる難しさ

• 要求の追加・変更への対応：要求の詳細が要求フェーズ以降で明らかになった場合や要
求変更が生じた場合に，その影響範囲を特定し，変更内容を形式仕様の該当箇所へ反映

させる難しさ

3. モデル変換による形式仕様の構築

2 章であげた形式仕様構築の難しさを軽減し，要求記述と形式仕様との整合性・対応関係

を保証するために，本研究ではゴール指向要求分析法 KAOSにより記述された要求記述か

ら形式仕様へのモデル変換法と，本変換手法を利用した開発プロセスを提案する．図 1 は

提案する開発プロセスであり，大きく以下のフェーズにより構成される．

KAOSモデルの構築：開発者はまず，KAOSを用いてシステムに対する要求を分析する．

KAOSはゴール指向の要求分析法であり，要求と機能との間に関連を定義することのでき

る分析法であるとともに，機能をオペレーションとして，また環境上の概念をエンティティ

として，システムの基本設計に必要な概念をも記述することのできる手法である．提案手

法では，各要求に対応するシステム機能をオペレーションを用いて定義することで，要求記

述に相反しないモデルを KAOS上で構築する．この KAOS モデルにエンティティやオペ

レーションに関する制約条件を加えることにより，検証条件を含んだ図形表現モデルが完成

する．

形式仕様の自動生成：KAOSモデルが完成すると，提案手法を実装したモデル変換ツール

図 1 提案手法による開発プロセス
Fig. 1 Development process based on proposed method.
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図 2 図書館システムに対するゴールモデル
Fig. 2 Goal model for library system.

により，前プロセスで構築した KAOS モデルを VDM++の非明示的な形式仕様へと変換

する．VDM++の非明示的記述は抽象度が高いため，KAOSモデル上に記述された情報の

みで自動生成が可能である．この際，KAOSモデルにエンティティやオペレーションに関

する制約が記述されていなければ，生成される VDM++記述の該当箇所に仕様追加を促す

コメントが付与される．また，生成された非明示的記述が意図された仕様に対して型による

誤りなどを含む場合は，VDM++の型検査により判定できる．

明示的記述への仕様追加：開発者は非明示的記述に操作の処理内容などを追加することで，

形式仕様を明示的記述へと詳細化する．明示的記述では，すでに KAOSモデルから引き継

がれている制約や，設計段階で追加した制約とテストケースを用いることで仕様の正しさを

検証する．

以上のプロセスにより，開発者は要求を反映した形式仕様を自動構築できるとともに，提

示された該当箇所に仕様を追加することによる詳細化が可能となる．本章では以降，図書館

システムの構築を例にあげ，提案する開発プロセスの各フェーズについて説明する．

3.1 KAOSモデルの構築

提案手法では形式仕様との対応関係を定義するために，要求を実現するためのオペレー

ションも記述可能である KAOS を要求記述に用いる．KAOS は Lamsweerde らによって

開発されたゴール分析を基にした要求獲得・分析手法であり2),3)，識別したゴールを達成す

るための要件を系統的に導出できることが特徴としてあげられる．本研究では特に，KAOS

内の各モデル要素に対しての詳細情報付加と構築モデルの XML 形式での取得を実現する

ために，KAOS のモデリングツールとして知られる Objectiver 12) をモデル記述に利用す

る．本節では，まず初めに図書館システム構築の例を用いて KAOS分析の詳細について説

明し，続いて本手法において付加した KAOSモデル記述規則について言及する．

KAOS による要求分析では，まずゴールモデルにおいてシステムが目標とするゴール

からシステム要件を抽出する．ゴールはゴールツリーにより，システムが実現すべき要件

（Requirement）と，ユーザ・他システムといった外部環境に対する期待（Expectation）へ

と分割される．図 2 は図書館システムに対するゴールモデルの一例である．「図書館の書

籍を管理したい」という要求は，「書籍を蔵書として保管できる」，「書籍を蔵書に追加でき

る」，「書籍を検索できる」というサブゴールに分類され，それらはさらに図書館システム，

司書，ユーザそれぞれが担当できる責務のレベルにまで詳細化される．また，「著者名と題

名は 20文字以内である」，「蔵書には最大数が存在する」などの書籍・蔵書に関する制約も

抽出される．

続いて，KAOSではシステム構築環境においてモデル化されるべき概念や用語をオブジェ

クトモデル上にエンティティとして定義する．オブジェクトモデルは，ゴールモデル上に登

場する概念を抽出し，それらの関係を記述することで表現される．図 3 は，図書館システ

ムに対するオブジェクトモデルの一例である．本例では，エンティティとして書籍と蔵書，

さらに書籍の著者名や題名といった概念が抽出される．
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図 3 図書館システムのオブジェクトモデル
Fig. 3 Object model for library system.

図 4 図書館システムに対する責任モデル
Fig. 4 Responsibility model for library system.

オブジェクトモデルが構築されると，責任モデルにおいてシステムを表現するエージェン

トごとに要件を集約し，要件を実現するためのオペレーションを定義する．図 4 は図書館

システムに対する責任モデルである．本例では，図書館システムに割り当てられた要件を満

たすために「書籍を追加する」，「題名で書籍を検索する」という 2 つのオペレーションが

定義される．

KAOSでは最後にオペレーションモデルにおいて，オペレーションやエンティティ，イ

ベントを用いてシステムの実行系列を定義する．図 5 は，図書館システムが持つオペレー

ション「題名で書籍を検索する」に対するオペレーションモデルである．

以上が通常のKAOSを用いた分析プロセスであり，提案手法でも従来のKAOS分析プロ

セスに従って要求を分析するが，KAOSのモデル記述法では図 5 に示すように，オペレー

ションの入出力となるオブジェクトはエンティティの粒度で記述する必要があり，操作の入

力引数や結果として返す値を厳密に表現することができない．そこで提案手法では，形式仕

図 5 オペレーションの記述例
Fig. 5 Example of operation description.

様への変換を実現するために KAOSモデル作成時に以下の記述規則を追加する．

提案手法におけるKAOSモデルの記述規則

• エンティティの記述：システム分析で抽出された概念はすべてエンティティとして記述
し，必要に応じて制約を付加する．また，VDM++上での写像，タプルといった複合

型に対応するエンティティに対しては，VDM++文法に従った型名を制約として記述

する�1．ただし，要素の集合により構成される集合型に関しては KAOSモデル上の関

連を用い，要素となるエンティティ側の多重度を “ * ”（0を含む任意の数）とするこ

とで表現する．図 3 の図書館システムの例では，「蔵書」は「書籍」の集合により構成

される集合型である．

• 制約の記述：制約はエンティティ・オペレーションの属性情報として，変換先モデル
である VDM++の文法規則に従って記述する�2．記述された制約は変換手法により，

VDM++記述の該当箇所にそれぞれ展開される．本手法が扱う制約は，VDM++にお

けるオブジェクト，変数，型に対する不変条件と型名，操作に対する事前条件・事後条

件である．

• システム内部変数：VDM++におけるシステム内部変数は，KAOSモデル上ではエー

ジェントからエンティティに対して “Control”の関係を定義することで表現する．図 4

に記述された「蔵書」エンティティがこれにあたる．

これらの記述規則を付加することで，まずエンティティの記述規則により，KAOSモデ

ル上でオペレーションの入出力に VDM++で扱うすべての概念を指定できるようになる．

�1 VDM++における型名は，後継の VDM++による開発時に決定してもよい．
�2 提案手法において KAOS モデリングツールとして利用する Objectiver では，エンティティ・オペレーション
が複数のプロパティ属性を持つため，これらを制約の記述に利用している．
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図 6 KAOS と VDM++のモデル間関係
Fig. 6 Relationship between KAOS and VDM++ models.

また，制約の記述とシステム内部変数の記述規則により，システムが直接状態を管理する

データ，つまりシステム内部変数に対しても KAOSのエンティティを利用して固有の制約

を記述することが可能になる．さらに，VDM++ではオブジェクトや変数に対する不変条

件や，操作に対する事前・事後条件を記述できるが，提案手法では KAOSモデル上のエン

ティティとオペレーションに対してこれらの制約を付加することで，要求モデルと制約間の

関係を明確化することができる．

3.2 形式仕様の自動生成

3.1 節で示したKAOSモデル記述が終わると，KAOSモデルを VDM++の形式仕様へと

変換する．本研究では提案するモデル変換手法を Eclipseプラグイン10) として実装し，形

式仕様の自動生成を実現した．この変換ツールは，Objectiver の XML形式出力モデルを

解析し，VDM++の文法に従った形式仕様を出力する．実装した変換アルゴリズムの詳細

を付録 A.1 に示す．

形式仕様への変換にあたり，提案手法では KAOSモデルと VDM++モデル間に図 6 で

示す対応関係を定義し，以降のプロセスにより VDM++記述を生成する．

3.2.1 エンティティの判別

提案手法では，まずKAOSモデル上の各エンティティが，オブジェクト，型，集合型，シ

ステム内部変数のいずれの概念を表現しているかを判別する．この判別には表 1 の判別ルー

ルを用い，KAOSモデル内で定義されている他要素との関連から対応する概念を決定する．

表 1 エンティティ判別ルール
Table 1 Discriminating rule for entities.

形式仕様上の概念 判別法

システム内部変数 エージェントから “Control” 線に
より参照されている

集合型 単一のエンティティのみを参照する
関連が定義され，多重度が ‘ * ’

型 他エンティティを参照していない
オブジェクト 以上の判別を経て残ったエンティティ

図書館システムの例では，「蔵書」エンティティがシステム内部変数かつ集合型，「著者名」，

「題名」エンティティが型，「書籍」エンティティがオブジェクトとして抽出される．

3.2.2 各クラスファイルの生成

提案手法では VDM++の形式仕様として，共通定義，オブジェクト定義，システム定義

のための 3種類のクラスファイルを生成する．共通定義クラスは，仕様全体で共有される型

を宣言するためのクラスであり，3.2.1 項の判別プロセスで型と判断されたエンティティと

その制約情報を記述するクラスである．オブジェクト定義クラスは，判別プロセスにおいて

オブジェクトと判別されたエンティティそれぞれに対して生成されるクラスであり，インス

タンス変数とその不変条件，コンストラクタ，Getter，Setterにより定義される．インスタ

ンス変数に関する情報は関連を利用して取得し，不変条件に関しては KAOSモデルのエン

ティティに付与された制約情報を参照する．

最後にシステム定義クラスは，構築すべきシステムを定義するためのクラスであり，要件

を割り当てられたエージェントに対して定義される．このクラスは内部変数定義部と操作定

義部により構成される．内部変数定義部には判別プロセスでシステム内部変数として判別さ

れたエンティティとその制約が記述され，操作定義部にはエージェントに割り当てられたオ

ペレーションの定義（操作名，入出力引数の型，事前・事後条件）が記述される．

図書館システムの例では，共通定義クラスに著者名と題名に関する情報が記述され，オブ

ジェクト定義クラスとして書籍クラスが生成される．また，システム定義クラスとして図書

館システムクラスが生成される．図 7 は変換ツールにより生成された図書館システムクラ

スの形式仕様である．

3.3 明示的記述への仕様追加

VDM++の非明示的記述が生成されると，開発者はまず構築したKAOSモデルを検証し，

その後，得られた記述に情報を付加することで明示的記述へと仕様を具体化する．
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class 図書館システム is subclass of 共通定義
instance variables

private 蔵書 : set of 書籍;

inv

card 蔵書 <= 1000;

operations

public 書籍を追加する : 書籍 ==> ()

書籍を追加する (a 書籍) == is not yet specified

-- TODO: 本操作の処理内容を記述してください
pre

a 書籍 not in set 蔵書
post

a 書籍 in set 蔵書 and card 蔵書 = card 蔵書~ + 1

;

public 題名で書籍を検索する : 題名 ==> 書籍
題名で書籍を検索する (a 題名) == is not yet specified

-- TODO: 本操作の処理内容を記述してください
--pre

-- TODO: 事前条件があれば記述してください
post

RESULT. タイトルを得る () = a 題名
;

end 図書館システム

図 7 生成された図書館システムクラスの形式仕様（一部略）
Fig. 7 Generated specification for library system class.

提案する開発プロセスでは，VDM++上への仕様追加の前に，構築した KAOS モデル

の妥当性を確認する．ただし，現在 KAOSモデルの妥当性を確認するための手法は確立さ

れていないため，VDM++に変換後のモデル（形式仕様）に対してテストを実施する．本

手法では，KAOSモデルから生成される形式仕様とは別に，開発者が別途用意したテスト

ケースを用いることで，意図された仕様�1を形式仕様が満たすことを確認する．具体的には，

VDM++の実行環境である VDM++ Toolbox 13) を利用し，テストケースを用いて型検査

をする．もし型検査に対してエラーが発生する場合は，前フェーズである KAOSモデル構

築プロセスに戻り，再度要求を分析する．なお，開発者が用意するテストケースはVDM++

�1 ここでは，テストケースがその意図された仕様を反映していると見なす．

class 図書館システム T is subclass of 図書館システム
operations

public t : () ==> seq of bool

t() == return [t1(), t2()];

public t1 : () ==> bool

t1() == ...

public t2 : () ==> bool

t2() ==

def

Book1 = new 書籍 ("Concurrency","Jeff Magee");

Book2 = new 書籍 ("Design Patterns","Erich Gamma");

Book3 = new 書籍 ("Design Patterns","Richard Helm");

a 図書館 = new 図書館システム () in (

a 図書館．書籍を追加する (Book1);

a 図書館．書籍を追加する (Book2);

a 図書館．書籍を追加する (Book3);

return

a 図書館．題名で書籍を検索する ("Concurrency") = {Book1} and

a 図書館．題名で書籍を検索する ("Design Patterns")

= {Book2,Book3}

);

end 図書館システム T

図 8 図書館システムに対するテストケース（一部略）
Fig. 8 Test case for library system.

開発における仕様構築時のテストにも用いる．

これらの型検査，仕様構築時のテストにおいて KAOSモデルの修正が必要になった場合

は，本開発プロセスで確立されているトレーサビリティを活用して，修正箇所を追跡するこ

とが可能である．これは，提案手法が KAOS と VDM++のモデル要素間に対応関係を定

義していることと，KAOSの特性上，KAOSモデル内においても要素間の対応が定義され

ていることによるものである．

たとえば図書館システムにおける型検査の例では，図 8 がシステムに対するテストケー

スの 1 つとすると，生成された仕様記述は操作「題名で書籍を検索する」が同一題名の書

籍に対して 1つの書籍しか返さないので，型チェックエラーを返す．エラーが発生した場合

は，開発者は KAOSモデル構築フェーズに戻るが，KAOSモデル上で本操作に対応するオ

ペレーションと関連を持つ要件に着目し，その要件からゴールツリーを上にさかのぼる．も
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し，テストケースが示すとおり複数の書籍を扱うべきであれば，ゴールツリー上に要求�1と

して追加し，その要求からエンティティ「書籍」や該当する各操作への関連を定義し，オブ

ジェクトモデルとオペレーションモデルを変更，必要に応じてエンティティ，オペレーショ

ンの制約を追加・変更する．提案する開発プロセスではこのような手順で KAOSモデルを

更新し，形式仕様を生成することで，KAOSモデルと VDM++モデル間でのトレーサビリ

ティを維持する．

ここで，提案手法における KAOSモデルの妥当性検証法に関して議論する．まず，現状

多くの要求分析手法において，それらの記述ツールが検証機能を有していることは少なく，

KAOSに関しても同様に検証機能を有しているツールはない．したがって，提案手法では

検証機能を有する形式手法用のツール，つまり VDM++ Toolboxにより要求記述を検証す

る．この際，KAOSモデルの型検査用テストケースを VDM++の文法で記述することの難

しさを考慮しなければならないが，テストケースでは操作の内部処理に関して考慮する必要

はなく，入力に対して期待される結果を記述する程度でよいので，このテストケースの構築

は困難ではないと考えられる．さらに，このテストケースはテストファースト11) の観点か

ら着目すると，VDM++開発プロセスで追加した仕様の正しさを検査するテストデータと

しても利用できるため，以降の VDM++を用いた開発にも有効活用できるものである．

テストケースによる型チェックが終わると，VDM++の非明示的記述を明示的記述へと

具体化するために形式仕様に情報を追加する．開発者が追加しなければならない必須項目

は操作の処理内容である．モデル変換により得られる VDM++の形式仕様は操作の処理内

容部が “is not yet specified”といった非明示的記述であるため，開発者は具体的な処理手

順に書き換える．この段階で追加された記述は基本的に VDM++形式仕様内でのみ管理す

る．制約条件をリファインメントした結果として追加された制約条件に関しても，通常は

KAOSモデルに記載する粒度よりは詳細な条件であると考えられることから，KAOSモデ

ルに記載している制約条件は更新しない．ただし，もし追加された制約が KAOSモデルの

妥当性に影響を与えるのであれば，それは要求に矛盾したものであり，その制約を追加すべ

きであるか検討し，それでもなお必要な制約であれば KAOSモデルの再検討へ移る．

明示的記述が完成すると，テストケースを再度利用して，操作の処理が正確に記述されて

いることを確認する．

�1 たとえば，「検索結果は複数同時に表示される」などが考えられる．

3.4 要求変更への対応

最後に要求の変化に対する提案手法のアプローチを述べる．提案手法では，KAOSモデ

ルと VDM++モデルとの間に図 6 の対応関係を定義することで，形式仕様の自動生成だけ

でなく，要求変更時の形式仕様上の変更が必要な箇所の追跡を可能にしている．

要求の変化は，KAOSゴールモデルにおけるゴールの変化に対応するが，まずゴールの

変更に影響する要件をゴール・要件間の関連線により抽出することで，システムに対する要

件の変更を把握することができる．この要件の変更に対しては，もし影響を受ける要件とエ

ンティティ間に関連線が存在すれば，該当エンティティの必要性・十分性，型，不変条件，

他エンティティとの関連情報を再検討する必要があり，もしオペレーションに対して関連が

存在すれば，そのオペレーションの必要性・十分性，入出力型，事前・事後条件を再検討す

る必要がある．

このように提案手法では，KAOSモデル上で要求変更への対応を記述することで，結果

として VDM++上においても変更が必要な箇所を特定することができるとともに，要求変

更に対応した VDM++の非明示的記述による形式仕様も自動的に構築することができる．

4. 実 験

提案する形式仕様生成法を利用した開発プロセスの有用性と，変換手法の妥当性および有

用性を検証するために，提案手法を Eclipseプラグインとして実装した変換ツールを用いた

形式仕様の構築実験を実施した．本章では実験内容とその結果を示し，提案手法の有効性を

評価する．

4.1 実 験 概 要

本研究において実施した実験は大きく 2種類に分類される．まず，「要求の追加・変更へ

の対応」の難しさに対して，本研究で提案する要求のトレーサビリティが有効に機能するこ

とを評価するために，要求記述から形式仕様への追跡プロセスを確認する実験を実施した

（実験 1）．具体的には，すでに構築された要求記述に対して要求変更を加え，その要求変更

がどのように形式仕様の該当箇所に反映されるかを，変更前後の VDM++形式仕様の変化

（変更箇所）を計測することで確認した．

続いて，「要求に合致する形式仕様の構築」の難しさに対して提案手法の有効性を評価す

るために，KAOSにより記述された要求記述を基に提案手法が生成する形式仕様がどの程

度 VDM++による開発に利用可能であるかを評価した（実験 2）．具体的には，2つのサン

プルシステムに対して KAOSモデルを構築し，生成された形式仕様に被験者がどの程度の
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図 9 要求変更後のゴールモデル
Fig. 9 Goal model after requirements changed.

情報を追加することで明示的記述，つまり VDM++ Toolboxで実行可能な形式仕様を構築

するかを追加・変更箇所とそのサイズ（行数）の計測により評価した．

実験 1，2ともに，著者のうち 1名がシステムに対する要求・機能を提示し，別の 1名が

KAOSモデルの構築およびVDM++の明示的記述の構築を担当する形態で実験を実施した．

4.2 実 験 1

はじめに，3 章で示した図書館システムに対して要求を追加・変更することで，KAOSモ

デルと生成される VDM++の形式仕様の変化を計測した．本実験で新たに追加した要求は

以下の 3つである．

• R1：図書館に同一タイトルの書籍を複数冊保管できるようにしたい．

• R2：蔵書の追加時には一度に複数の書籍を登録できるようにしたい．

• R3：蔵書の検索結果は複数表示してほしい．

要求の変更にはシステムが対象とする環境のモデリングにも影響を与えるものと，システ

ムの振舞いを変化させるだけで対応可能なものの 2種類があるが，R1は環境モデリングに

対しても影響を与える要求変更であり，R2はシステムの振舞いを変化させることにより対

応が可能な要求変更である．また，R3は 3.3 節で生じた型チェックエラーの原因となった

暗黙的な要求を明示したものであり，要求フェーズ以降で明らかになった要求として分類で

きる．

まず，R1～R3の要求に対応できるように 3 章で示した KAOSモデルを変更した．変更

後のゴールモデルを図 9，オブジェクトモデルを図 10 に，KAOSモデル内での全変更箇所

を図 11 に示す．

続いて，要求変更後の KAOS モデルに対して VDM++の形式仕様を再生成し，変更前

の記述と比較した．表 2 は KAOSモデルの変更前後における形式仕様の変更箇所を示した

ものである．主な相違点として，まず，共通定義クラスに「識別子」型に関する型宣言が新

たに追加され，オブジェクトクラスとして「本実体」クラスが新たに生成された点があげら

れる．これらは環境モデルの変化により生じた形式仕様上の変更といえる．

一方，図書館システムクラスに関しては，まず本実体を検索する操作が追加され，KAOS

のオペレーションモデルに記述された入出力型と事後条件に関する記述もあわせて追加され

た．事前条件は KAOSモデルに記述されていなかったため，記述を促すコメントが該当箇

所に挿入された．また，KAOSモデル上において変更を加えられた既存の操作に関しても，

操作名，入力引数，事前・事後条件の該当箇所が KAOSモデル上で与えた変更に対して過
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図 10 要求変更後のオブジェクトモデル
Fig. 10 Object model after requirements changed.

不足なく変更が反映されていることが確認できた．

以上の結果より，R1，R2，R3の変更が，KAOSモデルの各要素を通じて形式仕様上の

該当箇所へと変更を与えていることが分かった．なお，R2，R3は形式仕様上では図書館シ

ステムクラスの操作のみに影響を与えているが，KAOSモデル上ではオブジェクトモデル

に対する変更も発生させている．これは，要求の追加・変更により最終的に形式仕様へと変

化を与えない概念上の変化も抽出，記録しておくことが可能であることを示しており，要求

記述と形式仕様間でのトレーサビリティを確立するために必要な情報である．

4.3 実 験 2

次に，図書館システムと宅配便追跡システムの 2 つのサンプルシステムを対象として，

KAOS分析結果から生成された非明示的記述に対してどの程度の情報を追加することで明

示的記述，つまり VDM++ Toolbox で実行可能な形式仕様となるかを確認し，追加情報

量とその構成内容を評価した．実験では，まず被験者が KAOSモデルを構築し，変更ツー

ルにより VDM++仕様を生成後，被験者が仕様を追加して明示的記述を構築した．ただし，

本実験では単に操作部の処理内容を記述するだけでなく，被験者は自身が形式仕様を構築す

ると想定して，生成された記述部分も必要に応じて変更した．また，本来再利用箇所ごと

の情報量，構築コストを考慮した評価をすべきであるが，その計測が難しいため，本実験

では追加・変更箇所とその行数により手法の有効性を評価した．特に利用率に関しては，カ

バー率

カバー率 =
明示的記述の行数−追加・変更行数

明示的記述の行数

ゴールモデルの変更点
• G1: 要件「著者名と題名により書籍は蔵書に登録されている」を
「本実体が蔵書に登録されている」へ変更し，期待「著者名と題名
により書籍は識別できる」を追加（← R1）

• G2: 期待「本実体は本 ID により識別できる」を追加（← R1）
• G3: 要件「蔵書に書籍が追加される」を「蔵書に本実体が追加さ
れる」へ変更（← R1）

• G4: サブゴール「複数の書籍，本実体を扱いたい」を追加（← R2,

R3）
• G5: 「題名から本実体を検索できる」を追加（← R1）
オブジェクトモデルの変更点
• Ob1: 「本実体」を追加し，蔵書の管理対象とした（← G1,G3,

G5）
• Ob2: 「識別子」型をエンティティとして追加（← G2）
• Ob3: 識別子型を持つ「本 ID」と書籍型である「本」を定義
（← G1,G2）

• Ob4: 書籍，本実体に対してそれぞれの集合型「書籍集合」，「本
実体集合」を定義（← G4）

責任モデルの変更点
• Resp1: オペレーション「題名で本実体を検索する」を新たに定義
（← G5）

• Resp2: オペレーション「書籍を追加する」を「本実体を追加する」
へと変更（← G3）

オペレーションモデルの変更点
• Op1: オペレーション「本実体を追加する」の入出力エンティティと
制約（事前・事後条件）を変更（← Ob1,Ob4,Resp2）

• Op2: オペレーション「題名で書籍を検索する」の出力エンティティ
を「書籍」から「書籍集合」へ変更（← Ob4）

• Op3: オペレーション「題名で本実体を検索する」の入出力エンティ
ティと制約（事後条件）を定義（← Ob1,Ob4,Resp1）

図 11 KAOS モデルの変更箇所（括弧内は変更要因）
Fig. 11 Alterations in KAOS model.

を計測することで，変換ツールにより生成された形式仕様が最終的に被験者により構築され

た明示的記述においてどの程度利用されているかを評価した．

4.3.1 図書館システム

実験対象とした図書館システムは実験 1で追加した要求も考慮したシステムであり，形式

仕様の生成には実験 1で構築した KAOSモデルを用いた．図書館システムに対する明示的

記述の構築実験結果を表 3 に示す．生成された形式仕様に対して被験者は，本実体クラス
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表 2 要求の変化にともなう形式仕様の変更箇所
Table 2 Alterations of VDM++ specification by requirements changes.

クラス名 追加・変更箇所

共通定義 ・本実体の ID として利用する「識別子」型が生成（R1）
書籍 追加・変更無し
本実体 ・管理対象が「本実体」へと変化したことにより生成（R1）
図書館システム ・システム内部変数である「蔵書」の型が「本実体」集合へ変化（R1）

・操作「書籍を追加する」が「本実体を追加する」へ 変化（R1）
・操作「本実体を追加する」の入力型が「本実体」集合となり，
　事前・事後条件も変化（R1，R2）
・操作「題名で書籍を検索する」の出力型，事後条件が変化（R3）
・操作「題名で本実体を検索する」が生成（R1）

表 3 図書館システムに対する形式仕様の構築
Table 3 Result of acquiring formal specification for library system.

生成クラス 生成行数 追加変更行数 カバー率 追加変更項目
共通定義 19 0 1.000

書籍 36 0 1.000

本実体 36 3 0.923 簡便な Getter の追加
図書館システム 40 7 0.825 初期値・操作処理内容の追加
合計 131 10 0.925

の簡便な Getter �1と，図書館システムクラスにおける内部変数の初期値，操作の処理内容

を追加した．

このうち非明示的記述として記述されるべき項目は簡便な Getterの定義部分のみであり，

その他の項目は開発者が追加・検討すべき項目である．

4.3.2 宅配便追跡システム

宅配便追跡システムとは，宅配便利用者に対して荷物の現在位置を追跡・情報提供するシ

ステムであり，機能（操作）として荷物の現在地確認や，荷物の DBへの登録，現在地の変

更，荷物の検索，基準の最大配送日を超えている配送異常のチェックの 5つの機能が求めら

れているシステムである．図 12 は宅配便追跡システムに対する概念を分析したオブジェク

トモデルである．

宅配便追跡システムに対する実験結果を表 4 に示す．被験者が追加した情報としては，ま

�1 ここでの簡便な Getter とは，インスタンス変数を単純に返すものではなく，他オブジェクトへのアクセスや変
数処理を経た結果を返す Getter を指す．

図 12 宅配便追跡システムのオブジェクトモデル
Fig. 12 Object model for delivery tracking system.

表 4 宅配便追跡システムに対する形式仕様の構築
Table 4 Result of acquiring formal specification for tracking system.

生成クラス 生成行数 追加変更行数 カバー率 追加変更項目
共通定義 44 22 0.662 初期値の追加，共通関数を定義
地域間関係 36 0 1.000

コンストラクタ引数整理，操作の追加，
荷物 104 21 0.822 初期値の追加，Getter の名称変更
宅配便追跡システム 87 23 0.747 初期値・操作処理内容の追加
合計 271 66 0.787

ず，共通定義クラスにおける写像の初期値と共通関数があげられる．共通関数とはすべての

クラスで利用可能な関数であり，本実験では日付の比較や，日数計算といった日付に対する

関数が定義された．オブジェクトである荷物クラスに関しては，本クラスが持つべきメソッ

ドが追加され，コンストラクタの引数が変更された．後者は，変換ツールがインスタンス

変数をすべて引数としたコンストラクタを生成するため，オブジェクト生成時に必要と思

われる引数のみを被験者が選択したことによる変更である．システムクラスの追加内容は，

図書館システム同様，インスタンス変数の初期値と操作の処理内容であった．以上，システ

ム全体における自動生成記述のカバー率は，システムの操作や共通関数の処理内容記述量が

多く，約 80%であった．
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表 5 形式仕様の追加・変更項目（図中の数値は追加・変更行数）
Table 5 Breakdown list of changes for two systems’ specifications.

No. 項目 図書館 宅配便
1 Getter 定義の追加・名称変更 2 2

2 コンストラクタ引数の整理 — 2

3 オブジェクトメソッド定義の追加 — 2

4 初期値の追加 1 8

5 Getter 処理内容の追加 1 2

6 コンストラクタ処理内容の変更 — 2

7 オブジェクトメソッド処理内容の追加 — 9

8 共通関数の追加 — 17

9 操作処理内容の追加 6 22

合計 10 66

4.3.3 追加・変更項目に関する議論

ここで，実験 2で扱った 2つのシステムに対して被験者が仕様を追加・変更した内容に関

して議論する．表 5 は被験者が追加・変更した仕様の内容を分類し，それぞれの行数を集計

したものである．このうち No.1～No.3が非明示的記述として記述されるべき仕様，No.4～

No.9が明示的記述構築時に開発者が追加すべき仕様と考えられる．

非明示的記述として記述されるべき仕様に関しては，Getter 定義の追加・変更（No.1）

やコンストラクタ引数の整理（No.2）が開発者の判断で加えなければならない追加・変更

作業である．ただし，これらは自動生成されている Getter，コンストラクタを活用して実

施することができるものであり，提案手法により開発者の作業は軽減されるものと考えられ

る．一方，オブジェクトのメソッド定義（No.3）に関しては，KAOSモデル上でエンティ

ティに対してメソッドを定義できないことから，現在の提案手法では開発者が手作業で記述

を追加する必要がある．これは KAOSの記述能力に起因した本手法の現時点での限界とい

えよう．

明示的記述として記述されるべき仕様に対しては，コンストラクタ（No.7）やオブジェク

トメソッドの処理内容（No.6）が非明示的記述での追加・変更作業に依存して必要となる仕

様であり，初期値（No.4）や共通関数（No.8）が構築システムによって必要となる仕様で

ある．開発者が必ず検討・追加しなければならない仕様は，操作処理内容（No.9）である．

以上の追加・変更項目を総括すると，被験者が追加した仕様の大部分が明示的記述構築時

の追加記述に分類されるオブジェクトメソッドや操作の処理内容，共通関数の記述であり，

操作に関しては入出力型，事前・事後条件がすでに形式仕様中に記述されていることから，

提案手法を利用した明示的記述の構築は従来の形式仕様構築における段階的詳細化プロセ

スとほぼ合致しているといえよう．また，自動生成される形式仕様は開発者の意図を完全に

反映した非明示的記述ではないが，開発者の意図を反映した非明示的記述および明示的記述

の構築を支援し，有効利用できるものと考えられる．

4.4 考 察

実験結果をもとに 2 章で定義した形式仕様構築の難しさに対する本手法の有効性を評価

する．

4.4.1 要求の追加・変更への対応

実験 1では，再構築前後の KAOSモデルを比較することで，要求の変化が図 6 のモデル

間関係に従って KAOSモデル内で伝播し，結果として形式仕様の該当部分のみへ変化を与

えていることが分かった．このように，本手法では要求の変化時，要求の追加定義時にも

KAOSモデルを再構築することで，要求に矛盾しないVDM++仕様の再構築が可能である．

この結果は 3.3 節で示した逆方向の追跡プロセスとあわせて，要求記述である KAOSモデ

ルと形式仕様である VDM++モデル間のトレーサビリティを確立していることを示すもの

である．今後，VDM++仕様上で設計者が加えた追加・変更内容の管理機能をツール実装

し，開発プロセスに導入することで，繰返しを前提としたイテレーティブな開発にも適用で

きるものと考える．

加えて，形式仕様に限らず，通常正しいモデルを一度で正確に記述するのは難しい．本

実験でも要求変更時に，新たに追加したエンティティに対する型情報の記述忘れや操作の変

更漏れがあったが，これらは VDM++ ToolBoxでの型検査により検出することができた．

提案手法ではテスティングによる KAOSモデルの検証を実現しているが，これは要求の変

更を確実に形式仕様へ反映させるという意味でも有効であるといえる．

4.4.2 要求に合致する形式仕様の構築

実験 2では，提案手法により自動生成される形式仕様が VDM++開発における明示的記

述の構築に有効利用できることが確認できた．特に，表 5 で示した追加・変更内容から，生

成される形式仕様は開発者が構築する非明示的記述に近く，たとえ開発者が非明示的記述と

しての仕様を追加したとしても，本プロセスにおける矛盾混入の可能性は軽減できると考え

られる．これは，VDM++の形式仕様と KAOSモデルとの重複部分が KAOSモデルの記

述へと統一された結果によるものといえよう．また，明示的記述を構築するために開発者が

仕様を追加しなければならない操作処理内容に関しても，操作の入出力型と事前・事後条

件がすでに KAOSモデル構築時に検討されているため，開発者の仕様追加による矛盾混入
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も避けられる．ただし，オブジェクトのメソッド定義が現在の変換手法では生成できないた

め，要求に対する厳密な矛盾の排除にはこれらに対する要求記述上での記述方法を検討する

必要がある．この問題に対しては，新たな変換手法を検討するとともに，KAOSや他の要

求分析法の発展に期待したい．

形式仕様構築のプロセスに着目すると，提案する開発プロセスでは，KAOSモデルの図

形要素を活用し，系統だった手順に従った分析を進めることで VDM++仕様のテンプレー

トが生成され，テストケースを利用した要求記述，形式仕様の検証が可能である．これは特

に形式手法に不慣れな開発者にとって，記述の手順を明確化するという観点と，誤りの箇所

を特定するという観点から要求分析結果を正確に形式仕様へと反映させるための有効な開

発プロセスであると考えられる．

5. 適用範囲と関連研究

最後に本手法の適用範囲と関連研究について論じる．本手法では基本設計モデルを重複部

分として，要求記述と基本設計モデルとの連携に KAOSを，基本設計モデルと詳細設計モ

デルとの連携に VDM++を利用することでモデル間の連携を実現している．

KAOSはシステムの要求を定義するゴールモデルと，概念間の関係を定義するオブジェ

クトモデル，システムの動的側面を記述するオペレーションモデルの提供により要求モデル

とシステム基本設計モデル要素間の対応付けを実現している．本手法でもこの対応関係を

図 6 に示す形態で，モデル変換およびトレーサビリティの確立に利用している．KAOSと

同じゴール指向要求分析法の代表的な手法として i* 17) があるが，i*はステークホルダ間の

要求を分析するといった初期の要求フェーズの活動に重点を置いた手法であり，要求とエン

ティティやオペレーションの関係まで厳密に定義することができない．これは，ユースケー

ス16) に関しても同様である．提案手法を適用する場合は，基本設計モデルの要素と要求と

を対応付けられる要求記述法の利用が前提となる．我々はマルチエージェントシステムの分

析モデル構築法として要求記述からのモデル変換法24),25) を提案しているが，この手法にお

いても同様の観点から KAOSを拡張利用している．

一方，VDM++に関しては，提案手法では概要設計モデルとして非明示的記述を，詳細

設計モデルとして明示的記述を対応付けている．記述の抽象度に関しては，多くの形式仕様

言語がこの 2つのモデル記述を可能としている．しかしながら仕様をツールによりテスト，

実行できるという観点から，本研究では VDM++を形式仕様記述言語として選択した．た

とえば Z 7) では基本的には記述は非明示的であり，すべてを実行することはできない．ま

た，Bメソッド8) では初期仕様の正しさを確認することが困難である18)．

VDM-SLではなく VDM++を用いたのは，KAOSや UMLクラス図などのオブジェク

ト指向モデリングとの親和性を考慮した結果である．要求のトレーサビリティを向上させる

という観点からも，オブジェクト指向の形式仕様言語が有効であると考える．形式仕様言語

のオブジェクト指向への拡張という点では Object-Z 9) などをあげることができるが，これ

らはいずれもツールサポートが十分ではない．

形式仕様構築の自動化および支援に関する関連研究としては，図形表現モデルから形式

仕様への変換に関する研究として，特に UMLクラス図からの変換手法が多く提案されて

いる．Dupuyらは，UML記述ツールとして知られる Rational Roseツール19) で記述され

たクラス図と制約を表現するアノテーションから形式仕様言語である Zへ変換するツール

RoZ 20) を提案している．また，Snookは，クラス図と状態遷移図から Bの形式仕様へと変

換するツール21) を提案している．これらは直接形式仕様を記述しないという点で，形式仕

様言語によるモデル化を容易にしているが，クラス図の記述に要求が反映されていることが

前提となる．また，要求の変化を考慮した場合に，クラス図や制約から該当箇所を特定する

ことは困難であり，要求の変化への対応が難しいと考えられる．

Fitzgeraldらは特にオブジェクト指向開発をターゲットとして，クラス図を用いたVDM++

形式仕様の構築法と形式手法を利用したソフトウェア開発法を提唱している4),�1が，要求

記述と形式仕様間の関係は明確には定義していない．

最後に，定理証明による検証にはコストがかかることと，定式的証明は必ずしも操作的な

正しさを保証するものではないことから，形式手法の分野においても近年テスティングが注

目され始めている22)．VDM++に関しても，Beckらの Java単体テスト・フレームワーク

JUnit 23) と同等の VDMUnit 4) が提案されている．我々が提案する開発プロセスにも当分

野の研究成果を取り入れることで，テスティングのさらなる効率化が期待できる．

6. ま と め

本研究では，ソフトウェア開発における形式仕様構築の困難さと，要求記述と形式仕様間

のギャップを解消するために，ゴール指向要求分析法 KAOSを利用した VDM++の形式仕

様生成法と，本手法を利用した開発プロセスを提案した．また，提案手法を実現するモデル

変換ツールを実装し，要求変更実験および明示的記述の構築実験を実施することで提案手法

�1 本機能は VDM++ Toolbox において，Rational Rose ツールとの連携により実現されている．
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の有効性を評価した．

今後は，要求変更により変更された KAOS モデルと VDM++形式仕様間の整合性を確

実に保証するために，双方間で生じる矛盾の検出機能を付与する予定である．また，KAOS

のゴールモデルにおけるゴール間の論理構造や，各ゴールに記述された時相論理式の有効利

用法についても議論したい．加えて，提案手法は形式仕様を自動生成する点で有効であるも

のの，現段階ではテストケース作成に関する支援が提供されていない．テストケースの作成

に関しても VDM++の文法知識が要求されることや，多くのテストケースを作成するのは

煩雑な作業であることから，テストケースの作成に関しても KAOSや UMLなどの図形表

現モデルを利用したテストケースの自動生成機能を追加したい．本研究の試みが，複雑化す

るソフトウェア構築の有効な手段として，形式手法を普及させる一助となれば幸いである．
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付 録

A.1 VDM++仕様記述への変換アルゴリズム
/* エンティティの属性をセット */

for all ent in KAOS_entities do{

ent が参照するエンティティを ent.attributesに追加;

ent 内に属性が記述されていれば ent.attributesに追加;

}
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/* エンティティの判別 */

for all ent in KAOS_entities do{

if(entが agent からの"Control"線を持っている)

then ent を agent.instanceListに追加;

if(ent.attributes.size()==1 && ent.attributes(0).isSet())

then ent を集合型とする;

if(entが agent.instanceListに含まれない && ent は集合型でない)

then{

if (ent.attributes.size()==0)

then ent を VDM++_typesに追加;

else ent を VDM++_objectsに追加;

}

}

/* 共通定義クラスの生成 */

共通定義クラス用ファイルを open;

for all t in VDM++_types do {

t の名前を記述;

if(t.Defプロパティ!=null)

then t.Def 値を VDM++の型として記述;

else VDM++の型を記述するようコメントを追加;

if(t.DomInvarプロパティ!=null)

then t.DomInvar値を不変条件として記述;

else 不変条件があれば記述するようコメントを追加;

}

共通定義クラス用ファイルを close;

/* オブジェクトクラスの生成 */

for all obj in VDM++_objects do {

obj 用オブジェクトクラスファイルを open;

for all var in obj.attributes do {

var のロール名を変数名，var の名前を型名として記述;

if(var.DomInvarプロパティ!=null)

then var.DomInvar値を不変条件として記述;

else 不変条件があれば記述するようコメントを追加;

}

obj 用のコンストラクタを記述;

(引数として obj.attributes内のすべての要素を記述)

for all var in obj.attributes do

var の Setterと Getterを記述;

obj クラス用ファイルを close;

}

/* システムクラスの生成 */

for all ag in KAOS_agent do {

ag 用システムクラスファイルを open;

for all ins in ag.instanceList do {

ins の名前を記述;

if(ins.Defプロパティ!=null)

then ins.Def値を ins の型として記述;

else ins の型を記述するようコメントを追加;

if(ins.DomInvarプロパティ!=null)

then ins.DomInvar値を不変条件として記述;

else ins の不変条件があれば記述するようコメントを追加;

}

for all op in ag.operations do {

if(op.inputList.size=0 && op.outputList.size==0)

then op の入出力型を記述するようコメントを追加;

else op の入出力インタフェースを op.nameと op.inputList,

op.outputListから記述;

op の内部処理を"is not yet specified"と記述;

if(op.FormalDomPreプロパティ!=null)

then op.FormalDomPre値を op の事前条件として記述;

else op の事前条件があれば記述するようコメントを追加;

if(op.FormalDomPostプロパティ!=null)

then op.FormalDomPost値を op の事後条件として記述;

else op の事後条件があれば記述するようコメントを追加;

}

ag 用システムクラスファイルを close;

}

(平成 19年 10月 18日受付)

(平成 20年 4 月 8 日採録)
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